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第四世代活動理論の展開とコモンズとしての教育への転換
―学びの使用価値の再発見と拡張へ―

山 住 勝　広＊

　新型コロナウイルスのパンデミックは、知識・技能の個人的獲得という「交換価値」の
側面に教育の成果を還元しようとする傾向にいっそう拍車をかける一方で、学校での学び
が、私たちが共に協働して生きることにとって具体的で固有の意味をもち有用なものにも
なるという「使用価値」の側面に対するニーズを、かつてないほど高めてもきている。「文
化・歴史的活動理論」は、対象に働きかけ働きかけられる「集団的活動」の中で、「集団
的活動」を通して、対象の「使用価値」を新たに発見して創造し、同時にそのことによっ
て自分たち自身を作り直していく人間形成、すなわち教育の営みをとらえる枠組みである。
活動理論は、現在、人間の個人的な行為を問題にする第一世代、人間の集団的な活動シス
テムについて考える第二世代、そして複数の異なる活動システムの間の相互作用やネット
ワークを研究対象にする第三世代を経て、第四世代の段階へと発展してきている。そこで
は、私的所有や利潤動機という考えがもたらす人道上、そして地球環境上の危機を批判的
に乗り越え、社会の倫理的な正しさやエコロジカルな持続可能性といった「共通善」、そ
してコモンズ（共有財産）を創り出していく人間の活動と自主的連帯、集団的創造性がメ
インテーマになっている。
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　新型コロナウイルスのパンデミックによって、
人びとはいまだ経験したことのないような自己
隔離と社会的孤立を余儀なくされている。同時
に、このパンデミックは、すでに進行していた
社会のデジタル化をいっそう加速し、人間相互
の身体や情動を介した社会的接触を、インター
ネット上のデジタルコミュニケーションを介し
た接続、機械によるデジタルなメッセージの交
換に置き換えていくことに拍車をかけている。
　学校教育の分野においても、「学びを止めな
い」のスローガンのもと、オンライン教育やリ
モート授業の必要性が声高に唱えられ、それと
ともに公立学校での導入の立ち遅れが批判され、
文部科学省による現在の「GIGAスクール構想」

へと至っている。しかし、こうした教育 ICT環
境の技術的な整備（1人 1 台端末と高速大容量
の通信ネットワーク）が、直接、「未来の教室」
（経済産業省）として薔薇色に描き出される子ど
もたちの学習活動の充実と発展へと実質的に波
及していくのだろうか。むしろ、ICTを活用し
た学習環境といった技術的な側面にのみ焦点化
した表面的な解決策では、今日、学校をはじめ
教育の場における実践活動の存立基盤を大きく
突き崩しているような危機的な問題にアプロー
チすることはできないのではないだろうか。
　また、コロナ以後の「ニューノーマル」下の
学校教育が、教育 ICT環境の技術的な整備を通
して「Society 5.0時代の個別最適な学び」1）の実
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現に向かうものであるならば、まさにほかなら
ないその「個別最適な学び」こそ、「主体的な学
び」すなわち「主体的な関心・関与」や「個性
的な取り組み」の名のもと、「修得」の個人間競
争を加速させるものである。そのことは、学校
教育の根源的な矛盾を激化させるとともに、学
校における不平等な学習を繰り返し再生産し、
さらに拡大させていくことにつながりうる。パ
ンデミック時代の学校教育に必要なのは、そう
ではなく、身体的、社会的、情動的な学び、す
なわち人間的な学びの活動を通して、平等な新
しい教育システムを創り出すことだ、といえる
だろう。
　この意味で、新型コロナウイルスのパンデミ
ックは、まったく新しい問題を私たちに突きつ
けたというよりも、すでに深く進行していた私
たちの社会を全体的に覆う問題状況を強力に顕
在化させ、露呈させ、激化させるとともに、学
校やさまざまな教育の場においても、私たちを
矛盾し対立する異なる選択肢の前に立たせてい
るのである。学校学習（school learning）の実践
に関していえば、そうした矛盾は、ユーリア・
エンゲストローム（Engeström, 1987/2015, pp. 66
－69 and pp. 81－83）が明確にしているように、社
会経済構成体としての資本主義におけるあらゆ
る人間的活動と同様、商品のもつ二重の性格に
浸され規定されることになる。つまり、学校学
習は、「交換価値（exchange value）」の側面と「使
用価値（use value）」の側面との切り離すことの
できない、相互に依存し合っている二重の性格
に規定されており、それゆえそれら相異なる価
値の間の対立と競合、排除が学校学習に鋭い矛
盾をもたらすのである。具体的には、学校学習
は、一方で、「交換価値」の側面、すなわち成績
を得て、進級・進学をして、就職をしていくと
いった、児童・生徒の将来を決定する「成功の
目印」に向かうものとなる。同時に、他方で学
校学習は、学ぶことが学び手自身にとってどの
ような具体的で固有の意味をもつ行為であるの
か、という学び手にとっての学習の有用性であ
る「使用価値」の側面にも向かいうる潜在的可
能性をもっている。
　先にも述べたように、パンデミックによって

加速的に促進されている教育のデジタル化とそ
れを基盤にした「個別最適な学び」「主体的な学
び」が、商品としての知識やスキルの個人的な
獲得という交換価値に学校教育の意味を一面的
に還元しようとする傾向を強化・拡大するなら
ば、それは決して子どもたちの新しい学習活動
の形態を拡張的に創造するものとはならない。
むしろ、子どもを人間としてではなく、まるで
知識で満たされるべき、単なる「容器」である
かのように見なしていくような、およそ「未来
の教室」とはいい難い、旧態依然とした機械的
で訓練主義的な反復学習が、「学びを止めない」
のかけ声のもと、復古的に蔓延するだけであろ
う。
　新型コロナウイルスのパンデミックは、その
終息を見通すことのできない危機的状況を人類
にもたらしている。現在、社会的実践のあらゆ
る分野において、抽象的な交換価値ではなく、
私たちが生きることにとって有用なものを創り
出し、私たちの具体的なニーズを満たしうる新
たな活動を、手法ではなくあり方の根源的なレ
ベルに立ち返って創造することが真に求められ
ている。
　本論文は、ウイルスという未知の脅威に象徴
されるような不確実な未来に対して、学校での
学びが、いかに子どもや若者が現実社会で生き
ることにとって具体的で固有の意味をもち有用
なものとなっていくことができるのかについて、
「文化・歴史的活動理論（cultural-historical activ-
ity theory）」の最新の現代的な枠組みにもとづ
き、検討しようとするものである。そのさい、
今日、グローバルに進行する人道上、そして地
球環境上の危機に挑戦していく協働の取り組み
を発展させ、市場化（marketization）と民営化
（私事化; privatization）に対するオルタナティブ、
そして資本主義に対するオルタナティブを生成
するような、人間活動の新たな使用価値の発見
と拡張に挑戦しようとする活動理論の現代的な
展開、すなわち「第四世代活動理論（fourth-gen-
eration activity theory）」の動向に注目していく。
そして、その基本的な考え方にもとづき、学校
を、私的所有の利害による支配を超え、私たち
のウェルビーイング（幸福）という共通善（共
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通の利益 ; common good）を協働して創り合う
コモンズ（共有財産）へと転換していく可能性
は何かについて考察する。

1．現代教育の研究と実践における危機的問題

　今日、教育の研究と実践は、その存立基盤を
大きく突き崩されるような危機的な問題に直面
しているといえるだろう。それは、第 1に、教
育の市場化や民営化の急速な進行にいかに対処
するかという問題である。そこでは、ハイ・ス
テークス・テストの弊害に見られるように、知
識を私的な利益を生み出す所有物として扱うと
いう趨勢が、教育を商品化（commoditization）
し、教育を個人的なスキル獲得へと還元してい
き、結局のところ教育の公共的な基盤を強力に
侵食してきているのである。
　第 2の主要な危機的問題は、ウェブやデジタ
ルなソーシャルメディアの巨大な仮想世界の拡
大が、誰でも無料で知識を利用し、生み出し、
広めることのできる可能性をますます増大させ、
学校や教育機関の周りに築かれた特権的な壁を、
徐々に、しかし確実に壊しつつある、という趨
勢である。こうした危機的問題は、別のいい方
をすれば、学校や教育機関でしか知識を得られ
ないというような、産業主義の時代において支
配的であった学習スタイルがその必然性を失っ
てきているにもかかわらず、ではその学校や教
育機関で学ぶことの価値はどこにあるのかも、
どうやってそれを創り出せるのかも、見えてき
てはいない、という二律背反ということになる
だろう。
　エンゲストローム（Engeström, 2017）は、こ
うした格闘は、教育システムが直面する次のよ
うな二つの内的矛盾の現れだとする。それは、
「（1）共通善としての知識と商品としての知識と
の間の矛盾、（2）教育の場で生徒が個人的な報
酬を追求する場合と、社会的・経済的な衡平性
（equity）や倫理的な正しさ、そしてエコロジカ
ルな持続可能性（sustainability）のための新た
な集団的な取り組みに関わる場合との間の矛盾」
（p. 32）である。
　ここでいわれている矛盾は、弁証法的でマル
クス的な意味でとらえられたものである。それ

は、人間が自分たちの活動の中で直面する発達
の原動力を意味する。実践のコミュニティや活
動の対象は、その内部に、異なる多種多様な動
機を歴史の中で含み込んで進化してきたといえ
る。活動の内的矛盾は、そのように活動の内部
に潜在している異なる動機の間の対立であり緊
張関係である。もちろんこうした矛盾は、活動
の展開にとって障害物になりうるものである。
しかし、それは他方で、活動に変化を起こそう
とする協働の取り組みにエネルギーを与え、そ
れに活力を吹き込むものである。なぜなら矛盾
は、「活動におけるトラブルが何に由来するのか
を理解するための鍵となるもの」であり、また
同様に、「活動のイノベーションや発達の潜在力
は何か、そして活動がいかにして組みかえられ
ていくのかを理解するための鍵」（Engeström, 
2008, p. 5）となるものだからである。
　教育システムにおけるこうした矛盾は、ます
ます激化の一途をたどっている。これを弁証法
的にとらえるならば、一方で、知識の商品化と
個人的なスキルの獲得への教育の還元は強まっ
てきている。しかし、そのような否定するもの
がその否定を強めれば強めるほど、逆に否定さ
れるものがいっそう浮かび上がって生じてくる。
反対にいえば、否定されるものが否定するもの
に転換していく。このように矛盾し合う両極の
間では自己否定を相互に媒介し合う関係が生じ
てくる。そして、そうした相互媒介、すなわち
否定されるものの否定するものへの移行こそが、
自己運動と発達の原動力となるものである。私
たちは、まさに新しいものがいかに形成されて
くるのかに関する弁証法的な基本論理を、否定
されるものの否定するものへの移行に見ること
ができるのである。
　それでは、教育システムにおける矛盾の他方
で起こっていること、すなわち否定されるもの
の否定するものへの移行はどのようなものであ
るだろうか。それは、ひとつには、デジタル・
ネットワークによる無料でオープンに偏在する
知識の普遍的な利用可能性が増大していること
にあるだろう。また、今日、グローバルに進行
する人道上、そして地球環境上の危機的状況が、
衡平性、持続可能性、インクルージョンといっ
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た、この惑星における私たちの生存にとって重
大な事柄について個人や教室の壁を超えて集団
的に探っていくことの必要性を、かつてないほ
ど高めてもきている。これらのことが、個人の
利己主義にもとづく競争主義的な教育を否定し、
新たな共通善を集団的・協働的に構築していく
ような知識や教育を創り出す可能性を強めてい
るのである。
　私たちは、今日、人道的、そして環境的な危
機に直面する惑星に暮らしている。そうした生
存の危機ともいえるものは、たとえばグローバ
ルな気候非常事態、未知の感染症の予測不能な
拡大、インクルージョンとエクスクルージョン
をめぐり激烈化してきた社会的な緊張関係、絶
えることのない戦争と紛争、拡大の一途をたど
る経済格差、増大する移民と難民、復古的なナ
ショナリズムの台頭やアイデンティティの分裂
などであるだろう。他方、それらの危機と矛盾
し合うもの、すなわち私的利益の資本主義的論
理とソーシャル・エクスクルージョンに対抗す
るオルタナティブとして、社会的生産やピアプ
ロダクション、多様性と寛容、草の根からの民
主主義、多文化共生といったいわば新たな共通
善もまた徐々に生まれてきているのである。
　教育学は、人間の学習と発達への介入の学で
あり、その意味において人間の形成への介入の
学である。そのような人間の形成は、過去から
与えられた諸前提と未来を創り出していくこと
との間で歴史的に進化する矛盾に直面する現在
において、それを打ち破っていく活動を通して
なされていく。つまり、人間の形成とは、現実
の具体的な人間の歴史的形成なのである。
　現代の教育学は、商品としての知識やスキル
の個人的な獲得に教育を一面的に還元化してい
く利己主義を超え、社会的・経済的な衡平性や
正しさ、そしてエコロジカルな持続可能性のよ
うな新たに生まれつつある共通善の構築に集団
的にエンゲージしていくような人間の形成はい
かに可能かという、いわば可能性についての知
を歴史的に問い、探究し、そうした人間形成の
実現に挑戦していくものとならねばならないだ
ろう。
　こうして、教育学と教育研究は、エリック・

オーリン・ライト（Wright, 2010）が「解放のた
めの社会科学（emancipatory social science）」と
呼ぶものに向かっていくことができる。「解放の
ための社会科学」は、「人間を抑圧するさまざま
な形態に挑んでいく集団的プロジェクトにとっ
て有意義な科学的知識を生成」（p. 10）しようと
するものである。「解放のための社会科学」につ
いてライトは、二つの形容詞、すなわち「解放
のための（emancipatory）」と「社会の（social）」
が何を含意するのかに次のように言及している。

「解放のための
0 0 0 0 0 0

（emancipatory）」という語
は、知識を生み出す主たる道徳的目的が、
抑圧の撤廃と、人間的開花（human flour-
ishing）のための諸条件の創造にあること
を示している。また、「社会的

0 0 0

（social）」と
いう語は、人間の解放は社会的世界の変革
に依存しており、単にひとりひとりの内面
の変革に過ぎないのではないという信念を
含意する。（p. 10 ; 傍点部は原文ではイタリ
ック、以下同様）

　ここでいわれている「人間的開花」は、社会
的世界の変革のための社会正義を構想するさい、
その中心に置かれているような考えである。そ
して、この「人間的開花」がいわんとしている
のは、「客観的に見られた特性であって、単に主
観的な状態のことだけではない」（Wright, 2010, 
p. 13）。それゆえ、人間が開花するためには、必
要な諸条件、すなわち開花した生を生きるのに
必要不可欠な、物質的で社会的な手段というも
のがあるといえる。「人間的開花」にとって物質
的な諸条件が重要であることは疑いようがない。
しかし、物質的なリソースに加え、適切な社会
的諸条件もまた、開花した生を生きる上で欠か
せない。ライトはこういっている。

知的、身体的、社会的な能力の発達のため
には、単なる物質的な必要性以上の多くの
ことが欠かせない。つまり、そのような発
達には、教育的環境へのアクセスがなけれ
ばならず、そこで学習を行い、才能を育む
ことが、子どもの時期だけでなく生涯にわ
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たって必要である。また、そうした能力の
発達のためには、仕事をする環境へのアク
セスも不可欠である。そこでは、スキルが
発達させられ、鍛えられる。そうして、活
動はかなりの程度まで自主的なものになっ
ていくことができる。さらには、コミュニ
ティが能力の発達には必要となる。コミュ
ニティは、市民活動や文化活動への能動的
な参加のための機会を提供するからである。
（pp. 14－15）

　教育は、「人間的開花」のためにアクセスする
ことが欠かせない、決定的に重要な社会的手段
のひとつである。公正な社会とは、あらゆる人
が、教育的環境、また同様に他の社会的諸条件
に、広範かつ平等にアクセスできるようにする
社会である。逆にいえば、教育は、社会正義に
向けて、開花した生を生きるための社会的諸条
件（この中には教育自体が含まれる）への平等
なアクセスを積極的に価値づけていかなければ
ならない。つまり、解放のための社会科学とし
ての教育理論は、民主的で平等主義的な価値の
拡張に関わっていかなければならないのである。
そうした教育理論は、人間の潜在的可能性の解
放に関して、科学的な知を生成することができ
る。こうして教育理論にとって必要なことは、
教育の場において人間的開花のための諸条件を
創り出すことに取り組む集団的な努力に、直接、
結びついていくことである。他方、民主的で平
等主義的な価値を拡張していくことによって、
市場化と民営化に対する革新的なオルタナティ
ブが、教育のような制度的に確立した場におい
ても、資本主義に対するオルタナティブとして
生まれてくる。
　こうした集団的努力は、次のような互いに逆
向きの二つの行為から成る。（1）教育活動の既
存の支配的な形態からの離脱（breaking away）、
（2）いまだここにないような教育活動の新しい
形態への移行（moving into）。親鸞（1224/1985, 
p. 11）の言葉では、前者の運動が「往相」、後者
の運動が「還相」ということになるだろう。解
放のための社会科学としての教育理論の観点か
らすれば、教育の研究と実践にとって本質的に

重要なのは、次のようなあり方である。つまり、
教育の研究と実践は、平等でサステナブルな方
法で共通善を再構築していく新しい集団的な取
り組みに積極的にエンゲージすることによって、
学校や教育機関の市場化と民営化を乗り越えて
いくものとなることができる。

2．文化・歴史的活動理論と教育研究の新し
い形態の生成

　教育理論を含む人間と社会についての理論自
体のあり方を根底から規定する核心的な問いの
ひとつは、理論が実践に対してもつ関係をどの
ように抜本的に変更するのか、そしてそのよう
な抜本的な変更にもとづき、新たな理論と新た
な方法論（すなわち、研究の全体それ自体がい
かに進むべきかをデザインする新たな原理）を
どう創り出していくのか、というものであるだ
ろう。
　エンゲストロームは、人間の生活実践と学習
の相互関係に関する研究のパラダイム転換を引
き起こす新たな教育と発達の理論の創造に向か
った著書『拡張による学習―発達研究への活
動理論からのアプローチ』（1987年）において、
「実践を理論に結びつける、より根本的で直接的
な方法」（Engeström, 1987/2015, p. 21）を探って
いる。従来の伝統的な理論では、エンゲストロ
ームがいうように、社会的実践は「遠く離れた
検証のための場」にとどまっており、「データの
情報源」であったり、研究者が「得られた知見
にもとづき、善意による助言を行う対象」（p. 21）
であったりする。研究者がそこで語りかけてい
るは、自身と同じ「実証的な学術研究者

0 0 0 0 0 0 0 0 0

」（p. 21）
である。しかし、「理論とは実践を扱うための潜
在的な道具である」（p. 21）。この考え方にもと
づきエンゲストロームは、『拡張による学習』に
おける「理論」に、「実践に対する従来とは異な
る関係」（p. 21）を組み込むのである。それは次
のような二通りの関係である。

実践を理論に結びつける、より根本的で直
接的な方法が、少なくともあと二つある。
ひとつは、理論が関係する分野の専門的実

0 0 0 0

践者
0 0

に直接語りかけること、すなわち、実
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践の文脈において、実験する者としてふる
まうよう、彼らを鼓舞することである。も
うひとつは、理論が光を当てようとしてい
る問題に関係する社会運動

0 0 0 0

に対して語りか
けることである。その古典的な例はいうま
でもなく、カール・マルクスとフリードリ
ヒ・エンゲルスの理論的著作である。（p. 21）

　ここに見られるような研究方法論に対する彼
の強力な問いかけは、1968年のヨーロッパ学生
運動のさい、フィンランドにおけるそのリーダ
ーだった彼の経験が大きく作用している。「急進
的な学生運動の活動家として成人となった私は、
研究は世界をよりよくしていく活動でなければ
ならないと確信していた」（Engeström, 1987/ 
2015, p.xiii）。それゆえ彼は、同じコミュニティ
内の「実証的な学術研究者」に語りかけるだけ
の伝統的で支配的な理論のあり方を超え、先に
述べられていたような「実践を理論に結びつけ
る、より根本的で直接的な方法」をとるのであ
る。その二つある方法の内の第一のものが、理
論が関係する分野の「専門的実践者」に直接語
りかける、というものである。それは、次にあ
るように、「実践の文脈において、実験する者と
してふるまう」（p. 21）よう、「専門的実践者」
を鼓舞する語りかけとなる。

本書（『拡張による学習』―引用者注）で、
私は研究者と実践者の両方

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

に語りかけてい
る。後者が専門家であるか労働者であるか、
賃金労働以外の活動に従事しているかは関
係がない。第 5章（『拡張による学習』の第
5章―引用者注）で概略を説明する拡張的
研究の方法論は、必然的に共同の企てとい
うことになる。研究者（というより研究者
チーム）は、拡張的移行のサイクルを推進
し、そこに道具あるいは新しい道具の構成
要素を導入するという課題を抱えている。
実践者は、最近接発達領域を通っていく旅
に沿って一体となり強められながら、自分
たちの活動システムの矛盾に直面し、それ
を解決していくという課題を有する。この
プロセスにおいて実践者は、進化する新し

い活動システムの主体―というより集団
的主体―となっていき、それゆえにまた、
分析と介入の主体ともなっていく。（pp. 22－
23）

　こうした活動を変革していく「共同の企て」
が発達させる「新しい活動システムの主体―
というより集団的主体―」を生み出していく
ことこそ、今日、教育理論が実践に対してもつ
関係を根本的に変更し、教育理論自体のあり方
を根底から規定し直していくことの核心といえ
るだろう。つまり、解放のための社会科学とし
ての教育理論は、人間の潜在力を解放していく
ような、人間の学習や形成の実践と結びつくこ
とにより根本的にそのあり方を変えていくので
ある。そこでの理論は、研究者と実践者の「共
同の企て」と結びつき、関連づくことを方法論
的な原理として創り出される。この「共同の企
て」の「集団的主体」は、「分析と介入の主体」
として、自分たちで自分たちの活動の矛盾をつ
かみ、活動を批判的に分析するとともに、矛盾
の解決策や活動の新たな代替案を創り出してい
く介入を自分たちで実行していく主体である。
　エンゲストローム（Engeström, 1987/2015, p. 23）
が実践への理論のもうひとつの根本的・直接的
な呼びかけ（結びつけ）とするのは、理論が光
を当てようとしている問題に関係する「社会運

0 0 0

動
0

」に対するものである。先にあげたような研
究の方法論、たとえば「共同の企て」や「集団
的主体」は、相即的に「実践的な社会変革の方
法論」（p. 23）でもあり、理論が「社会運動」に
語りかけ、結びつくことでもある。この場合の
「社会運動」とは、「どこからか与えられたもの」
ではなく、「出現する可能性があるもの

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

、生成の
プロセスにあるもの」（p. 23）である。その意味
で、過去から与えられた諸前提を乗り越え未来
を創り出していくことこそが「社会運動」の本
質である。エンゲストロームは、こうした「社
会運動」＝「実践的な社会変革」が、生産と統治
のシステムの中で実践者が直面する現実の矛盾
から出現してくると指摘している。

私は、生産と統治のシステムの外部にのみ
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期待を寄せるハーバーマスには同意しない。
私は、そのような姿勢は、生産あるいは統
治の中にある、賃金労働の世界における内
的矛盾と解放のダイナミクスについての深
い知識の欠如を示していると強く主張した
い。近代の生産と統治の中心では、質的変
化の隠された力もまた最大である。今日、
学問的な言説の安全な世界へ後退してしま
うなら、その観察は必ず歪められたものに
なる。専門的なセラピーの仕事における「イ
ノベーション」を予言するベイトソンらの
素朴な楽観主義（1972年の論文「統合失調症
の理論に向けて（Toward a Theory of Schiz-
ophrenia）」―引用者注）の方こそが、ハー
バーマスの冗長で回りくどい理論（1981年
の『コミュニケーション的行為の理論（The 
Theory of Communicative Action）』―引用
者注）よりも深い歴史的真実なのである。
（p. 23）

　理論が自ら関係する分野の「専門的実践者」
と「社会運動」に直接語りかけるという、理論
が実践と結びつく二通りの方法によって、教育
学と教育研究は、教育の資本主義的な論理であ
る市場化と民営化に対抗して、そのオルタナテ
ィブ、すなわち民主的で平等主義的な価値とい
った共通善の新たな構築に積極的かつ集団的に
関与していき、私たちのくらしと共同の生活の
倫理的に正しくサステナブルな形態の創造・維
持のための力になることができるだろう。それ
は、人道的、そして環境的な危機、つまりは生
存の危機に直面する歴史的世界にあって、利己
主義にもとづく競争主義的な教育が激化させて
いる矛盾を乗り越え、社会的・経済的な衡平性
や倫理的な正しさ、そしてエコロジカルな持続
可能性のような新たに生まれつつある共通善の
構築に集団的・協働的に関与していく人間形成
の活動形態を模索する教育研究となる。
　そのとき、そうした人間形成への参加的・協
働的な介入としての教育にとって有力で革新的
なパラダイムとなりうるのが、「文化・歴史的活
動理論」である。それは、人間が与えられたも
のを超え、解放をめざす新しい活動形態の生成

にいかに立ち向かっていくのかを、「活動」の概
念にもとづいて研究する理論的・方法論的な枠
組みである。活動理論では、教育、仕事、コミ
ュニティの各領域において、文化・歴史的に構
築されてきた人間の「活動システム」、すなわち
「ルール」「コミュニティ」「分業」を社会的基盤
とし、「道具」に媒介されて「対象」に向かい
「成果」を生み出していく「主体」の「活動」が
研究の焦点になる。つまり、活動理論は、そのよ
うな「活動システム」を人びとがどう集団的に
デザインし変革していくのかを研究する枠組み
なのである（Engeström, 1987/2015, 2008, 2016; 
山住, 2017, Yamazumi, 2021）。また、活動理論
は、そのような概念的・方法論的な枠組みのも
と、人間の学習と発達への形成的介入（forma-
tive intervention）を試みる理論であり、その意
味で活動理論は現代の教育理論と学習科学、そ
して教育学研究の最先端かつ有力な挑戦のひと
つとなっている。
　国際的な活動理論研究の分野では、その世界
的な第一人者である、フィンランド、ヘルシンキ
大学活動・発達・学習研究センター（Center for 
Research on Activity, Development and Learning: 
CRADLE）センター長のエンゲストローム
（Engeström, 1987/2015, 2016）によって、活動
の集団的なデザインと変革への実践的な参加こ
そが、実践者たちの学習のプロセスであると見
る新しい学習理論、すなわち「いまだここにな
いものを学ぶ（learning what is not yet there）」
ような「拡張的学習（expansive learning）」の理
論が提起されている。この拡張的学習理論を基
盤に、活動理論的な形成的介入研究は、活動の
エージェントたちが拡張的学習を通して、「協働
して変化を創造するエージェンシー（collabora-
tive and transformative agency）」を拡張してい
き、介入プロセスの主導権を握るような「自分
たち自身の介入」を呼び起こすものとして取り
組まれている。
　こうして活動理論は、人間の創造的なポテン
シャルを解き放ち、人びとが世界を創造的に変
えていく主体になっていくことをエートスとし
て、環境と自己との変革をひとつに結びつけた
人間の実践の創造に積極的に関与していく新し
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い教育学の理論と研究方法論へアプローチして
いるのである。

3．第四世代活動理論とコモンズとしての教
育の可能性

（1）　活動理論における第四世代の生成と展開
　活動理論は、過去30年ほどの間、教育・学習・
発達研究の領域で国際的に最もインパクトの大
きい潮流となってきた新しいパラダイムのひと
つである。活動理論の知的伝統において、その
起源となる洞察や画期的な研究は、ソビエト連
邦の時代、1920年代と1930年代に、レフ・ヴィ
ゴツキー、アレクセイ・レオンチェフ、そしてア
レクサンドル・ルリヤといった文化・歴史的心
理学の学派の創設者たちによって形作られ始め
られた。その後、ソビエト連邦では、活動理論
は、国家による容赦のない抑圧にさらされなが
らも、1960年代から1980年代の間に、哲学と心
理学において普及していった（参照、Lektorsky, 
2019）。1990年代以降、活動理論は、もともと
の地理的な範囲や学問領域をはるかに超え、多
様な分野を横断して多方面で、グローバルに重
要な貢献を果たすようになってきている。
　エンゲストロームは、こうした活動理論が、
四つの世代を経て、その「分析単位（unit of 
analysis）」を拡張しながら発展してきたと提起
している（第一世代から第三世代への活動理論
の発展については、詳しくは、山住, 2017, pp. 21
－28を参照）。第一世代では、人間行動を対象に
向けられた行為ととらえ、その発達が何よりも
ツールや言語、シンボルやアイデアやテクノロ
ジーといった文化的人工物の創造と使用に媒介
されていることに焦点が合わせられた。つまり、
人間の道具に媒介された個人的行為がそこでの
分析単位となっていたのである。
　次に、第二世代は、レオンチェフ（Леонтьев, 
1975）の活動理論に始まる。彼は、「対象（目的・
動機）に向かう活動（предметная деятельность, 
object-oriented activity）」の概念にもとづき、人
間の活動と意識が集合的な次元で成立すること
を、活動の一般的構造として明らかにした。こ
うした「活動」は、比較的短期間に完結する「目標
達成的行為（целенаправленное действие, goal-
oriented action）」とは区別される。レオンチェ

フの「活動」概念の革新性は、活動に「分業」
「協業」という新たな要素を関係づけ、対象に動
機づけられた活動が個人の次元ではなく集団的
な次元において成立することを示したところに
ある。彼は、個人的行為と集団的活動との重大
な差異を明確にしたのである。第二世代活動理
論は、こうして、「分業」と「協業」という要素
を活動の概念に組み込み、活動の集団性をとら
え、その背後に人びとの間で共有された対象に
向かっていく「動機」が存在しており、活動は
そうした「動機」によって方向づけられること
を明らかにしたのである。
　エンゲストローム（Engeström, 1987/2015）
は、こうした二つの先行世代が切り開いた人間
活動に対する理解、すなわち集団的であり、文
化的人工物に媒介され、対象に向かっていく「活
動」という理解を、「集団的活動システム（col-
lective activity system）」というシステム的なモ
デルへと発展させていった。ここにおいて、活
動理論の分析単位は、人間の集団的活動システ
ムへと拡張したのである。
　続く第三世代活動理論では、これら先行世代
の限界といえるような、単独の活動システム（た
とえば、学校）への限定を超え、組織・制度・文
化・国などの境界を打ち破るような、異なる多
様な活動システム（たとえば、学校と学校外の
コミュニティや組織）の間の「境界横断（bound�ary 
crossing）」や相互作用、ネットワークやパート
ナーシップ、対話や協働を分析しデザインする、
新しい概念的枠組みが発展させられていった
（参照、 Akkerman & Bakker, 2011; Engeström, 
2001, 2009; Spinuzzi, 2012; Tsui & Law, 2007; 
Yamazumi, 2009; 山住・エンゲストローム，
2008）。
　現在、活動理論は、その最先端のチャレンジ
として、第四世代の段階への発展が模索されて
いる。そこでは、私的所有や利潤動機という考
えがもたらす人道上、そして地球環境上の危機
を批判的に乗り越え、社会の倫理的な正しさや
エコロジカルな持続可能性といった共通善を創
り出していく人間の活動と自主的連帯、集団的
創造性がメインテーマとなってきている。
　エンゲストロームは、インタビュー（Ploettner 
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& Tresseras, 2016）の中で、こうした第四世代
活動理論が解決しようとする問題が次のような
ものだときっぱりと述べている。

第四世代活動理論は、資本主義に対するオ
ルタナティブに挑戦しようとするものであ
る。つまり、私たちは、資本主義、とりわ
けグローバルな新自由主義的体制に対して、
持続可能で現実的でし

レ ジ リ エ ン ト な
なやかな回復力のある

オルタナティブをいか築き上げていくのか、
という挑戦である。（p. 93）

　こうして第四世代活動理論は、活動システム
の固定した境界や縛りや構造が薄らぎ、多くの
活動が緩くシンクロし、相互に連結して結びつ
くような新たに生成しつつある活動の形態をと
らえようとするものである。同時にそれは、グ
ローバルに進行する人道上、そして地球環境上
の危機に挑戦していく協働の取り組みとそれへ
の形成的介入研究を発展させようとするもので
ある。サニーノはこのような第四世代活動理論
を次のように二つの側面（拡張された分析単位
と取り組み）から特徴づけている。

ここ（第四世代活動理論―引用者注）では、
活動の質的に新しいタイプの編成をとらえ
うる分析単位と共同の取り組みが提起され
なければならない。それによって、分野横
断的なサービスの統合や組織間でのサービ
スの生産という課題に現実的に対応するこ
とができるようになるのである。（Sannino, 
2020, p. 167）

　資本主義に対するオルタナティブの生成をめ
ざす第四世代活動理論は、境界線のはっきりし
た特定の活動の範囲を超え、「地域コミュニティ、
社会運動、教育機関、民間企業、公共サービス機
関、非政府団体、そして政策を決定する行政と
政治団体を含む、多重的な活動の集まりと連合
体において形成的介入に取り組む」（Engeström, 
2020）ものとなる。そうした資本主義に対する
オルタナティブは、次のように、新しい組織や
制度の創造に限定されるものではない。「すでに

確立された制度、たとえば教育や医療において
も、民営化と商品化に対する革新的なオルタナ
ティブとして、資本主義に対するオルタナティ
ブは生成される」（Engeström & Sannino, 2016, 
p. 403）。
　こうして第四世代活動理論は、組織や制度が
その内に、「矛盾した、交換価値と使用価値の両
方を、つまりは私的所有の利害（proprietary 
interest）に支配されているという側面と、共通
善の可能性に開かれているという側面の両方」
（Engeström, 2009, p. 313）を備えていることに注
目し、そうした内的矛盾の乗り越えによって新
たな可能性を切り開こうとするのである。いい
かえれば、第四世代活動理論における形成的介
入の必要性は、まさに交換価値と使用価値、つ
まり私的所有の利害と、「社会的・経済的な衡平性
とエコロジカルな持続可能性の追求」（Engeström, 
2020）といった共通善の構築との間の矛盾から
派生する。そして、そうした矛盾こそが、形成
的介入の原動力となるのである。
　エンゲストロームは、インタビュー（Yama-
zumi, 2020）の中で、第四世代活動理論におけ
るこのような矛盾の乗り越えを次のように特徴
づけている。

第一の矛盾（交換価値と使用価値の間の内
的葛藤のこと。Engeström, 1987/2015, p. 70
を参照―引用者注）に関して、私たちが
現在目を向けている問題は貧困と気候変動
です。そして、資本主義に対するオルタナ
ティブについて議論しています。したがっ
て、第一の矛盾については、利潤動機（profit 
motive）をどう扱うべきか、それをいかに
克服するか、あるいは共通善のために利潤
を超えるものをいかに構築するかといった
ことを、かつてないほど考えなければなり
ません。そのため、今日では、共通善 対 私
的利益という観点から、この第一の矛盾に
ついて議論することも可能でしょう。第四
世代の研究では、第一の矛盾は、これまで
以上に可視化されていると思います。生と
死の問題だからです。もちろん、真の矛盾
でもあります。つまり、消え去ることがな
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い。根絶することが不可能なのです。利潤
動機は常に存在します。しかし問題は、い
かにして継続的にそれを克服していくか、
あるいは私たちがそれを克服できることを
継続的に示せるか、利潤動機を超えた活動
の形態を構築できるかという点にあります。
（pp. 12－13）

　学習や教育、学校が資本主義のオルタナティ
ブの構築、すなわち人間活動や組織やコミュニ
ティの新たな転換に積極的にエンゲージしてい
くような人間の形成に革新的に挑戦するとき、
第四世代活動理論にもとづく新たな教育と教育
研究が出現してくるのである。

（2）　コモンズとしての教育の復権と再生
　新型コロナウイルスのパンデミックは、学校
の世界的な休校措置をもたらした。一斉休校に
おいては、学校での人間的接触や社会的交流は
禁じられ、リモート授業による代替が進められ
た。その結果、私たちの前で、突然、あたかも
学校が消えたかのように、対話と協働を通した
学びの空間から教師も子どもも引き離され、自
己隔離の中で家庭にとどまっての学習の日々が
続いた。
　こうした隔離された学習の成否は、子どもた
ちが家庭において享受可能な物質的側面と精神
的側面の両面での支援に決定的に左右される。
それは、よくいわれるようなモバイル端末や通
信環境にとどまらない。子どもたちに寄り添っ
て精神的な支援を行う大人の存在、そして観察・
実験、音楽、図画工作、運動、調理などの活動
が可能なスペースや器具などの物質的条件にも、
オンライン教育は根本的に依存している。つま
り、それは、決して衡平で平等な教育を約束す
るものではありえないのである。むしろ、それ
は、教育の新自由主義的改革と同様、家庭や個
人の私的所有の格差に拘束された不平等な学習
を助長するものといえる。
　この自己隔離の時代に、逆の方向から学校を
見つめ直していくならば、子どもたちの衡平で
平等な学びをつくる共同所有の場としての学校
のあり方が全面的に再認識されてくるだろう。

そうした平等な学びは、学校の施設設備という
物質的なリソース、子どもに寄り添う理解者、
援助者、案内者としての教師という専門的実践
家、そしてともに守り合い、助け合い、教え合
う仲間たちとの人間的接触と社会的交流に底支
えされて、子どもたちひとりひとりにもたらさ
れるものである。
　こうして学校は、私たちが隔離化と孤立化を
超え、利己主義と競争意識ではなく、共感と感
性的接触と友情を求めて協働と連帯を育んでい
くコモンズ（共有財産）であることが、今、ま
さにこれからの学校の潜在的可能性として立ち
現れてきている。「私」でも「公」でもない「共
（the common）」としてのコモンズは、人びとの
中に、集団的で非商品的（non-commodified）な
関係を創り出す。それは、市場化と民営化に対
するオルタナティブを生成する。つまり、デヴ
ィッド・ハーヴェイ（Harvey, 2012, p. 73）がい
うように、「そこでは、市場交換と市場評価の論
理は閉め出される」。そのようにしてコモンズ
は、私的所有の利害による支配を超え、共通善
の可能性を切り開いていくのである。学校は、
まさにそうした「共」を創造する学びのコモン
ズだといえるのである。そこでの教育は、新た
なコミュニティの構築や、ポスト資本主義にお
けるオルタナティブの創出に積極的に関与する
コモンズとなっていく。
　私たちが生きる今日の時代、台頭するグロー
バルな新自由主義的体制が、ナオミ・クライン
（Klein, 2001, p. 82）の指摘にあるように、「生活
のあらゆる側面の民営化、そしてあらゆる活動
と価値の商品への転化」を急速に推し進めてき
ている。この新自由主義的体制は、教育の民営
化、医療の民営化、自然資源の民営化など、従
来、相対的に私的所有の利害や市場交換の外で
営まれることを基本的な性格としてきた領域に
まで際限なく浸透するものになっている。しか
し、同時に、そうした市場化と民営化に対立す
る筋道や運動も強力に生まれてきている。そし
て、「そこで共有されているスピリットは、コモ
ンズの根源的な回復である」（p. 82）、すなわち
コモンズの再生である。
　共有地、共有財、共同資源といったコモンズ
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は、通常、土地、空気、水、森のような自然資
源、あるいは共有された空間としての町の広場、
街路、学校、農場、草木などとしてとらえられ
ている。しかし、共有地のエンクロージャー（囲
い込み）や現代における民営化に見られるよう
に、コモンズを与えられた物質的な事物に還元
することはその本質を誤って解釈してしまうこ
とになる。コモンズが、与えられたものではな
く、生産されるものであることについて、ピー
ター・ラインボーは次のようにいっている。

コモンズをまるで自然資源であるかのよう
に語るのは、最も誤解を招くものであり、
最悪の問題を生じさせるものである。コモ
ンズとは、そうではなく、ひとつの活動な
のであり、自然に対する関係から切り離す
ことはできないが、いずれにしても社会に
おける関係性を表している。コモンズとい
う言葉は、ある存在を示す名詞としてより
も、むしろある活動を示す動詞として扱う
方がよりよいだろう。（Linebaugh, 2008, 
p. 279）

　まったく同様に、ハーヴェイも、次のように、
コモン、すなわち「共」が、社会的関係のこと
であり、社会的実践のことであることを指摘し
ている。

…コモン（the common）は、特定の種類の
物や資産、あるいは社会的プロセスとして
でさえ、そのようなものだと解釈されるべ
きではない。…要するに、そこに存在する
のは、コモニング

0 0 0 0 0

（コモンを生み出し共有
する行為; commoning）という、ある社会
的実践なのである。（Harvey, 2012, p. 73）

　つまり、コモンズは動詞として、すなわちコ
モニングという構成的な活動、社会的実践とし
てこそ本質的にとらえることができるのである。
それゆえ、ジョージ・カフェンティスとシルヴ
ィア・フェデリーチ（Caffentzis & Federici, 2014, 
p. 101）がいうように、コモンズは、私たちがよ
りいっそうの「権力（power）」を手に入れるこ

とを可能にして、それによって私たちが、「生産
の新しい様式を、もはや競争原理ではなく集団
的連帯の原理にもとづいて、萌芽的に形作る」こ
とができるようにするのである。そのようなコ
モニングでは、「私たちの生活がコモンとなり、
排除と階層秩序化のあらゆる原理が退けられて、
私たちのさまざまなニーズと可能性にもとづい
て生活が組織されていくのである」（p. 103）。
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個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）」
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